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　今号の巻頭言は、日本農業経済学会会長の盛田
先生にお願いしました。大規模な構造変動に直面
している日本農業に対して、経営学と経済学が連
携して、あるべき日本型の農業構造を展望し、そ
れに立脚した経営・技術モデルを提示すべきとの
ご示唆を頂きました。農研機構の「マネジメント
技術」プロジェクトでは、バックキャスト的な思
考で高収益営農モデルの策定に取り組んでいると
ころです。営農モデルの策定では、農業構造の動
向解析を行い、それを受けてモデル策定とその実
現に必要な技術開発の方向性を検討しています。
そこでは、次世代の人たちにとって魅力のある農
業像を提示することも重要で、様々な立場や専門
分野の垣根を越えて今後追及すべき農業像を構想
する力が必要になってきます。そのため、農業現
場や指導機関、自然科学系のアグロノミストのみ
ならず、経済学からの知見も取り入れるなど、幅
広な連携に取り組む姿勢が必要になっています。

　今号の成果紹介では、農業現場や指導機関、自
然科学系研究者と連携して実施してきた、中山間
集落営農法人を対象とした飼料用米直播と大豆晩
播の導入効果と課題、泌乳持続性の高い牛群を飼
養する酪農経営の家畜診療費に関する経済的有利
性、昨今の興盛状況にあるITC、スマート農業に
係わる圃場管理システムの経営改善への活用を紹
介しています。現地便りでは、宮城農園研の伊藤
総括研究員に、私ども農研機構と公設農試、大学
と連携して実施している「食料生産地域再生のた
めの先端技術展開事業」の取組も紹介頂きました。
今後とも、農研機構の経営分野としては、農業現
場や指導機関、自然科学系研究者のみならず、経
済学を始めとした大学や研究所とも連携を強めな
がら、より実践性のある研究成果の創出に努めた
いと考えています。
　　　　　　

　　　　　　　　　　　（金岡正樹）
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農研機構の研究組織の所在地図
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